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１. 米国の財政状況はコロナ禍に伴う累次に亘る経済対策もあって20年度以降大幅に悪化し

た。現行政策の継続を前提にしたベースライン予想では 34年度にかけても引き続き財政

状況の大幅な悪化が見込まれている。 

２. 23年 10月から会計年度の 24年度がスタートしたものの、議会は本予算を成立できてお

らず、暫定予算で凌ぐ状況が続いている。 

３. 民主・共和両党の上下院指導部は 1 月 7 日に 24 年度の裁量的経費の合計額を 23 年 6 月

に成立した「財政責任法」と整合的な 1 兆 5,900 億ドルとすることで合意したものの、

歳出法案はまとまっておらず、暫定予算の期限となる 3 月 1 日に向けて審議日数が限ら

れる中、期限切れに伴う連邦政府機関の一部閉鎖リスクが高まっている。 

４. また、「財政責任法」では 4月 30日までに本予算が成立しない場合には裁量的経費を 23

年度から▲1％削減する強制歳出削減が規定されており、一部下院共和党議員が歳出削減

のために本予算成立を意図的に遅らせているとの見方もでるなど状況を複雑にしている。 

５. 一方、追加予算で喫緊の課題となっているウクライナ支援などでは上院がウクライナな

どへの軍事支援を盛り込んだ 950億ドル規模の「安全保障法」を 2月 13日に成立させた

ものの、下院では審議の目途は立っていない。 

６. 今後の予算編成作業における注目材料は暫定予算や歳出法案審議など24年度予算編成作

業に加え、3月 11日に発表が予定されている 25年度の予算教書の内容が注目される。 
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１． はじめに 

米国の財政状況はコロナ禍に伴う累次に亘る経済対策もあって 20 年度以降大幅に悪化した。現

行政策の継続を前提としてベースライン予想では 34 年度にかけても引き続き財政状況の大幅な悪

化が見込まれている。 

23年 10月からスタートした会計年度の 24年度は本決算が成立しておらず、暫定予算で凌ぐ状況

が続いている。与野党の上下院指導部は 1 月 7 日に 24 年度の裁量的経費の合計額で合意したもの

の、歳出法案はまとまっておらず、暫定予算の期限となる 3月 1日に向けて審議日数が限られる中、

期限切れに伴う連邦政府機関の一部閉鎖リスクが高まっている。 

本稿は米国の財政状況について確認した後、24年度の予算審議の動向について今後の注目点も含

めて論じている。24年度予算審議では前述のように暫定予算の期限切れに伴う連邦政府機関の閉鎖

リスクが高まっている。今後の注目材料としては 24 年度予算編成の動向に加え、3 月 11日に予定

されている25年度の予算教書でバイデン大統領がどのような予算案を提示するのかも注目される。 

 

２． 米国の財政状況 

（07年度～23年度実績）コロナ禍に伴う経済対策などから 20年度以降に財政状況は大幅に悪化 

米国の財政赤字（ＧＤＰ比）は金融危機に伴い 09年度に▲10.7％をつけた後、景気回復に伴い財

政収支の改善が続き 15年度には▲2.6％まで縮小した（前掲図表 1）。しかしながら、トランプ政権

時代の大型減税に伴い歳入が減少したことに加え、大幅な歳出増加から 19年度には▲4.7％まで赤

字幅が拡大した。 

さらに、20年初からのコロナ禍に伴う景気悪化と経済対策として累次に亘る大型の経済対策が実

施された結果、歳出が大幅に増加し 20 年度には▲14.8％と赤字幅が戦後最大となった。21 年度は

一部経済対策の期限切れに伴って歳出が減少に転じたほか、景気回復に伴う歳入増加から財政赤字

は縮小したものの、依然として▲11.9％と戦後 2番目の高さに留まった。 

実際にコロナ禍の経済対策に伴い、財政政策

の成長率寄与度は 20年 4－6 月期には+14.1％

ポイントと金融危機時に比べても大幅な成長押

上げとなったほか、成長率寄与度の 4四半期移

動平均では 21 年 4－6 月期まで成長率を押し

上げた（図表 2）。このため、大型の経済対策が

コロナ禍に伴う景気の落ち込みを軽減した一

方、財政状況の大幅な悪化を招いたことが分か

る。 

22 年度以降の財政赤字は、景気回復に伴う

歳入増加や経済対策の期限切れに伴う歳出減

少によって財政赤字の縮小は継続しているものの、22年度が▲5.4％、23年度が▲6.3％といずれも

コロナ禍前の▲3％台を大幅に上回っている。 

一方、債務残高（ＧＤＰ比）は金融危機前の 30％台から金融危機後の 09年度に 52.2％に急増し

た後、前述の大型経済対策の影響もあって増加ペースがさらに加速し、23 年度は 97.3％となった

（前掲図表 1）。 

（図表 2） 
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（24年度～34年度見通し）34年度にかけて財政状況は一段と悪化の見込み 

24年 1月 3日時点の予算関連の現行法が今後も継続した場合（ベースラインシナリオ）の財政収

支、債務残高の議会予算局（ＣＢＯ）による見通しでは、財政赤字（ＧＤＰ比）は 24年度が▲5.3％

と 23 年度の▲6.3％から小幅な低下が見込まれているほか、29 年度には一時▲5.0％まで縮小する

ことが見込まれている（図表 3）。しかしながら、その後は増加に転じて 34年度が▲6.2％となるな

ど、24年度～34年度平均でも▲5.7％と依然としてコロナ禍前に比べて高水準が続くと予想されて

いる。 

また、債務残高（ＧＤＰ比）は 23年度の 97.3％から 34年度に 116％へ増加することが予想され

ている。 

一方、債務残高の増加に加え、ＦＲＢによる大幅な金融引締めに伴い米国債金利が上昇した結果、

利払い費の急激な増加がみられている。実際に、利払い費から利息収入を引いた純利払い費は 20年

度の 3,455億ドルから 23 年度は 6,593億ドルと 2 倍弱に増加した（図表 4）。また、ＣＢＯの推計

では 24 年度は 8,700 億ドルに一段と増加し、公的医療保険制度であるメディケアやメディケイド

に加え、国防費も上回ることが見込まれている。さらに、今後 10年間の純利払い費は高齢化に伴い

大幅な増加が見込まれるメディケアには及ばないものの、メディケイドや国防費を大幅に上回るこ

とが見込まれており、今後の利払い負担が財政政策の制約となる可能性が高い。 

 

３． 24年度予算編成の動向 

（暫定予算の概要）農業など 4分野の期限が 3月 1日に到来 

24 年度予算編成作業では、歳出削減と引き換えに 2 年間の債務上限非適用を盛り込み 23年 6 月

に成立した「財政責任法」により 24 年度の裁量的経費の歳出上限額を国防関連で 8,863 億ドル、

非国防関連で 7,037 億ドルの合計 1 兆 5,900 億ドルとすることが与野党で合意された。このため、

24年度開始前までに本予算成立が期待された。しかしながら、年度開始時点までに議会が本予算で

合意できなかったため、議会は暫定予算の成立を余儀なくされた。 

また、1月 7日には与野党の上下院指導部が 24年度の裁量的経費の総額について財政責任法が定

める 1兆 5,900億ドルとすることで合意したことから、本予算成立への期待が高まったものの、各

省庁に予算を配分するための歳出法案はまとまっておらず、現状では 3本目となる暫定予算で凌ぐ

状況が続いている。 

（図表 3） 
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1 月 18 日に成立した暫定予算は農業、エネ

ルギー・水資源、軍事建設・退役軍人等、運輸・

住宅投資開発省（ＨＵＤ）向けの 4分野の予算

措置の期限が 3月 1日に、残りの 8分野が 3月

8日の期限に設定された（図表 5）。 

暫定予算の歳出規模は基本的に 23 年度の統

合予算法で決まった歳出額を踏襲しており、年

率換算で国防関連予算が 8,598億ドル、非国防

関連予算が 7,767 億ドルの合計 1 兆 6,365 億

ドルがベース予算として設定された。このほか

に災害対策予算が 535 億ドル盛り込まれた結

果、災害対策なども含んだ予算規模は 1 兆

6,900億ドルとなっている。 

一方、一部共和党下院議員が新たな暫定予算

の策定に消極的なほか、歳出法案成立に目途が

立たない中、議会は 26日まで休会となっている。このため、休会明けには 3月 1日の期限まで 1週

間しか残されておらず、予算審議の期限切れに伴う、連邦政府機関の一部閉鎖リスクは高まってい

る。 

 

（強制歳出削減の概要）4月 30日までに本予算が成立しない場合に歳出額の▲1％削減が発動 

財政責任法には本予算の成立を促す仕組みとして 24 年 4 月 30 日時点で本予算が成立しておら

ず、暫定予算で凌ぐ状況が続いている場合には、財政責任法が規定する 24 年度の裁量的経費 1 兆

5,900 億ドルではなく、23 年度実績から▲1％の削減水準である 1 兆 5,862 億ドルへ減額される強

制歳出削減の条項が含まれている（図表 6）。 

強制歳出削減では国防関連予算が財政責任

法で規定された 24 年度の 8,864 億ドルから

8,498 億ドルに▲4.1％減額される一方、非国

防関連予算では同 7,037 億ドルから 7,365 億

ドルに+4.7%の増額となる。 

歳出削減を目指す下院共和党の一部議員に

は本予算の成立を意図的に遅らせ、暫定予算を

継続することで強制歳出削減に抵触させること

を目指しているとの指摘もあり、24年度の予算

審議を複雑にさせる要因となっている。 

 

（追加予算）ウクライナ支援を盛り込んだ国家安全保障法の下院審議は不透明 

24年度の歳出法案審議と並行して喫緊の課題となっているウクライナの軍事支援を含む追加予算

審議では、上院でウクライナやイスラエルに対する軍事支援を法案に盛り込む一方、下院共和党が

求める国境警備を除いた予算規模およそ 950 億ドル規模の「国家安全保障法」が 2 月 13 日に賛成

70票対反対 29票の超党派の合意によって成立した。 

 

（図表 5） 

 

（図表 6） 

 

24年度暫定予算の歳出内訳
暫定予算額 期限

① 農業 259 3月1日

② 商務・司法・科学 832 3月8日

③ 国防総省 7,991 3月8日

④ エネルギー・水資源 560 3月1日

⑤ 金融サービス、一般政府 273 3月8日

⑥ 国土安全保障 608 3月8日

⑦ 内務・環境保護 442 3月8日

⑧ 労働・保険社会福祉・教育 2,076 3月8日

⑨ 立法府 69 3月8日

⑩ 軍事建設・退役軍人等 1,710 3月1日

⑪ 外交・国務等 597 3月8日

⑫ 運輸・住宅都市開発省（ＨＵＤ） 950 3月1日

うち国防関連 8,598 -

うち非国防関連 7,767 -

16,365 -

災害対策等 535 -

歳出合計（含む災害対策等） 16,900 -

歳出合計

(注）授権額、単位は億ドル。
（資料）CBOよりニッセイ基礎研究所作成
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同法案ではウクライナの軍事支援として601

億ドル、イスラエルの軍事支援として 141億ド

ルが盛り込まれたほか、ウクライナ、イスラエ

ル、ガザへの人道支援、台湾を含むインド太平

洋地域への資金提供などが盛り込まれた（図表

7）。 

同法案は下院に送られたものの、ジョンソン

下院議長はトランプ前大統領がウクライナ支援

に反対していることや国境警備が除外されたこ

ともあって審議の遡上に載せていない。ウクラ

イナ支援について、下院共和党内の意見集約はされていないものの、同法案が審議されれば下院で

も超党派の賛成を得て成立するとみられているが、審議の目途はたっておらず下院で成立する見通

しは立っていない。 

ジョンソン下院議長は暫定予算、歳出法案や国家安全保障法に関して下院共和党内の一部の保守

強硬派を無視して、民主党からの賛成を得て超党派で成立させることは可能とみられる。しかし、

その際には財政責任法を超党派で成立させた結果解任されたマッカーシー前下院議長の前例のよう

に保守強硬派の反発から解任されるリスクを負うとみられる。このため、ジョンソン下院議長は保

守強硬派に配慮して法案の成立を遅らせるか、保守強硬派を切り捨てて解任リスクを負うか難しい

舵取りを迫られている。 

 

（歳出法案審議の行方と今後の注目点） 

24 年度の歳出法案審議では 12 本の歳出法案のうち、現時点で下院が国防総省、エネルギー・水

資源、国土安全保障、内務・環境保護、立法府、軍事建設・退役軍人等、外交・国務等の 7本を可

決させているほか、上院では農業、軍事建設・退役軍人等、運輸・住宅都市開発省の 3本を可決し

ている。もっとも、上下院で合意された歳出法案はゼロとなっている。 

前述のように米議会は 26日まで休会となっており、歳出法案審議は事実上ストップしている。休

会明けでは 3月 1日の 4本の暫定予算の期限切れまで 1週間程度しか残されていないため、議会が

上下院で歳出法案を成立させる可能性は低いとみられる。一方、ジョンソン下院議長は下院共和党

内で意見集約できていないこともあって歳出法案審議の方向性について、新たな暫定予算を提出す

るのか、統合予算の成立を目指すのか明確な方向性を打ち出していない。また、一部の下院共和党

議員は短期的には連邦政府機関の閉鎖を招くとしても新たに暫定予算を提出することに反対してお

り、暫定予算の期限切れに伴う連邦政府機関の一部閉鎖リスクが高まっている。 

一方、予算編成の今後の注目点としては 24年度について暫定予算や歳出法案の動向予に加え、3

月 11日にはバイデン政権による 25年度の予算教書の発表が予定されており、24年度の予算審議が

滞っている中、同政権がどのような予算案を提示してくるのか注目される。 

 

（図表 7） 

 

（お願い）本誌記載のデータは各種の情報源から入手・加工したものであり、その正確性と安全性を保証するものではありません。また、本誌は情報提供が

目的であり、記載の意見や予測は、いかなる契約の締結や解約を勧誘するものではありません。 

「2024年国家安全保障法」の概要と歳出増加額試算

項目
歳出増加額

（24年～33年度）

ウクライナ軍事援助 601億ドル

イスラエル軍事援助 141億ドル

ウクライナ、イスラエル、ガザへの人道支援 96億ドル

インド太平洋地域と潜水艦能力構築への資金提供 81億ドル

紅海の紛争に対処するための資金提供 24億ドル

ウクライナ難民への援助 14億ドル

その他の資金調達 4億ドル

エネルギー関連の相殺収入の増加 ▲5億ドル

合計 955億ドル

（注）授権額
（資料）CBO、CRFBよりニッセイ基礎研究所作成


